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抄録

　本研究は、心の知能指数といわれる感情知性 EQ（Emotional Intelligence Quotient）を

尺度として大学生の海外研修プログラムへの参加前と参加後の値を比較調査し、海外での

経験が学業成績以外の心的な成長におよぼす効果・影響を因子分析によって検証する方法

論を提案するものである。本研究は、量的研究と質的研究のmixed method（混交研究法）

を用いた共同研究であり、本稿ではその量的研究の一端を記述する。本研究の特徴は、

EQという心の指標を用いて、海外研修に赴いた学生を調査対象群に、海外研修に赴かな

い学生を比較対照群として同一の調査を実施して比較することで、留学の効果検証を試み

ているところにある。

1. はじめに

　留学は、学生が日本での日常とは異なる新たな環境と学習の場に身を置き、学業を含め

さまざまな経験を積み、個人の価値観のパラダイム変換を含めた広義の心の成長、人間の

成長が促進される貴重な教育の機会である（奥山 2017）。そのため、効果的なプログラム

開発を目的として留学経験の検証が質的・量的ともに行われており、結果の解析から方法

論まで、留学を題材とした論文は多岐に及ぶ（河合 2011など）。

　学力の増加を見る場合は統計を用いた量的研究が多い（鈴木他 2014；小林 2016など）。

一方で、心の成長を見るときはテキスト分析を軸においた質的研究が一般的に用いられる

（奥山 2017；高橋他 2018など）ものの、留学や異文化理解に関わる意識調査においても、

統計を用いた研究がある（新見他 2017）。意識調査に統計手法の一つである因子分析を用

いる研究も多いが、留学をする人間を対象とするとサンプルサイズを同質で揃えることが

難しいからであろうか、全体的な意識調査に留まっているものが少なくない。著者らは、

一定の心の成長が留学後に観察された際、それが留学プログラムの教育的効果であると結

論づけるためには、留学に赴かない学生の心の在り方も比較対照のために捉えておく必要

があると考える。加えて、因子分析によって両群に潜在する心の傾向を分析する必要があ

ると考える。
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2. 先行研究

　留学の効果を検証し考察した先行研究は、留学による語学力の上昇を検証したものと、

成長を心の成長という広義でとらえて検証したものの大きく２つに分けることができる。

本研究は後者の研究の中で、上述の新見他（2017）、奥山（2017）、高橋他（2018）に関連

し、それらを発展させるものである。新見他（2017）は統計手法を用い、留学未経験者を

比較対照群におき、留学経験者を調査対象群として、能力、意識、行動、価値観など多岐

に亘る変化を調査した。調査方法としては Learning Outcomes Assessmentに準じるオ

ンライン調査を行い、過去に留学をした者の能力と行動、価値観、キャリア、その後の人

生への満足度に海外経験がもたらした影響を量的に検証した。Learning Outcomes 

Assessmentは批判的思考や問題解決能力などの学習面の認知能力を計測するもので、社

会活動を通して市民性を育成する学習としてアメリカで広がるサービス・ラーニングで

も、社会貢献度を推し量る指標として用いられることが多い。新見他（2017）の論考もグ

ローバル人材の育成に貢献するものである。研究対象には、日本の高等教育機関を卒業し

て社会人として働く若者の中で過去に海外留学の経験を有する約 4000人を調査対象群、

海外留学経験のない約 1000人を比較対照群に設定し、国内外の過去の質的研究における

質問紙を参考にして調査項目を設定し、留学の効果を調査している。この設定は目的志向

型のグローバル人材の育成という主旨においては適当であろうが、過去の調査項目および

政府発行の資料から組み立てた基準が調査対象の人たちの現実から外れてしまうという危

険性も否定はできない。また、比較対照群にはない調査対象群の特性が、留学経験に由来

するのか、あるいは元々備えていた素質に由来したものであるのかは論じられていない。

比較対照群に対する調査についても、留学経験を有するか有さないかだけではなく、留学

に関心がなかったのか、志していたが経済的な要因から実現できなかったのかなどの個人

的な背景によって、調査結果には変化が生じ得るのではないかと考えられる。比較対照群

に対する調査も、留学経験を有するか否かの他に、個人の趣向、生活の目標、男女差な

ど、調査結果に変化が生じ得る項目の追加が求められる。

　奥山（2017）と高橋他（2018）は質的研究のアプローチをとり、質問紙調査、インタ

ビュー調査の自由回答をM-GTA（修正版グランデッドセオリーアプローチ）で分析した。

個々の調査対象者のストーリーに着目した解析により、留学の経験における意識と行動の

変化を説明した。奥山（2017）は修正版グランデッドセオリーアプローチを用いて留学に

おける自己効力感の形成過程を、高橋他（2018）は量的分析によるデータをもとに、個々

の被験者のコメントを質的に考察し、政治への関心の芽生えから受容の姿勢の発達まで多

岐に亘る意識変容の過程を描写した。両者は共通して、個々の回答者のことば、テキスト

をデータ化し、概念化し、その概念をカテゴリ別にまとめることで、留学を経験している
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際の個人の内なる変化を「現象」としてとらえている。これらの研究は、留学プログラム

の実態と今後の在り方を検証していく上で貴重なケース・スタディとなるであろう。ある

程度の共通性を持つ調査対象の具体例の描写によって、起こりうる課題への対応が示唆さ

れている。一方で、留学によって何が得られるのかという行動変容全体の傾向を示し、一

般論を導き出すまでには至っていない。

2.1 先行研究における EQ 指標

　EQは、個人の感情、情動の在り方、動きがその個人の認知行動に影響を与え、しかも

生活の中で変化させることができる情意的な能力である（Salovey & Mayer 1990）。個人

の生まれ持った性質に由来し変化することのない IQ（Intelligence Quotient）にはない可

変性をもち、行動の変化をもたらすことができる素養であると言ってよいであろう。その

ため、EQは意識の変化とそれに伴う行動変容の研究に用いられている。まだ発表された

論文の数は多くないが EQ検査を用いて量的研究を行ったものでは、例えば畠・成行

（2016）は、初年次からのキャリア教育の一環として、大学生協、学生 EQセンターが発

行する「スチューデント EQ」を活用して指導をした結果を報告している。名古屋短期大

学のように、海外留学による学生の成長変化を EQ検査を用いて検証したものもある（ス

チューデント EQ公式ホームページ 1）。スチューデント EQは、情意的な能力、生活習慣

の尺度という側面もあるが、自分の情意的な特徴を検査を経て客観視し、有資格者からア

ドバイスを受けて自己実現にむけた行動変容の方法と方向性を探るという学生のための成

長支援ツールでもある。測定には受検者の年代に応じたマスデータを基準として個々の

データを比べる統計的な手法が取られている。スチューデント EQについては活用をする

大学等の教育機関は多いので、今後もっと多くの論文が発表される可能性はある。しか

し、スチューデント EQに限定せずとも、EQ指標を用いて留学前後の行動変容、意識の

変化を論じた論文は、管見の限り見つけることは難しい。

2.2 先行研究における因子分析

　意識の「変化」に限定せずに意識の在り方そのものに焦点をあてると、心理学の研究や

市場調査で多く用いられてきた統計手法である因子分析が、留学や異文化理解にまつわる

学生の意識調査に広く用いられている（小島他 2014；清水他 2008）。これらの研究では、

実験や観測によって得られたデータ（観測変数）の背後にある因子を推定し、設問への回

答には直接表れてこない潜在的な因子の数値化が試みられている。因子分析は、研究手法

としては統計分析を用いるために量的研究の範疇に入る。しかしながら、意識調査におけ

る因子分析では、人によって様々に異なる回答すなわち変数を相関係数の高いものでまと
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め、仮説的な構成概念である因子として抽出し、各因子の命名は、研究者が相関係数のま

とまりから読み取り、内容の妥当性を検討する。この読み取りの作業そのものは、どちら

かといえば質的アプローチに近い。

2.3 質的研究と量的研究

　留学にまつわる学業成績、スコアの変化を論じるにあたっては量的研究が自明の理のよ

うに用いられてきた一方、上述のように意識の変化と行動変容を論じる際には質的と量的

のアプローチのそれぞれが用いられてきたことが確認される。両者の特徴は異なり、まず

質的研究を一言で表すと、研究者と研究対象が自然な状態で相互に作用して収集されるこ

とばなどの質的なデータを元に行われる帰納的な探究である（グレッグ他 2007）。個々の

データの具体性を失うことがない反面、統計のような客観基準を持たないため常に内的整

合性や論理的必然性が問われる（西条 2005）。つまり、研究者の主体的な解釈を積極的に

活用するので（大谷 2017）、恣意性を完全に克服することは難しい。一方で量的研究は、

普遍的な法則を捉えようとする過程で研究対象を数値化し、定量的な分析を行うため客観

的な分析に見えてしまいやすいため、妥当性と信頼性の検証が常に必要である。「有意差

あり」か「有意差なし」かの統計学的な仮説検証の結論においては、「有意差あり」はあ

る一定の確率で認められることを意味するのであり、必ずそうであるという全肯定の保証

ではない。そして、「有意差なし」と検定結果が出た場合は「無帰仮説は棄却されなかっ

た」ということであり、必ずしも対象グループに差異や関係性が認められないという結論

ではない（吉田 1998）。統計学で論じられる有意性は、肯定か否定かのどちらかに極端に

誤った解釈をされている研究が多いとして、「統計的な有意性」に対して根本的な疑問を

投げかける科学者も多い（Amrhein他 2019）。

2.4 混合研究法の可能性

　すなわち、統計を用いた量的研究手法はグループを客観的に分析して一般法則を見つけ

るために有効であるが、結果は可能性の提示の範疇にある。質的な研究手法は個々のデー

タを解析してデータの真実に迫るが、一般化はできず恣意性の払拭が難しい。この両者の

長所を生かし短所を軽減させる観点として、mixed method（混合研究法）2があると考

える。Mixed methodの方法論としては Creswell & Clark（2011）や Florczak（2014）

のように海外の文献が多いが、日本でも保健医療の研究を中心に研究法の確立が進んでい

る（樋口 2011；抱井 2014；野村 2016）。本研究もmixed methodを用いた研究の一環と

して行った。
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3. 研究の目的と調査の内容

3.1 研究の目的

　本研究は、留学の効果について複数の研究者で進める共同研究の一環である。研究者の

研究手法はそれぞれ独立し、出てきた結果を全員で検討し、統合するというプロセスを用

いている。ゆえに筆者らはこの共同研究を混合型研究の「収束型デザイン（Creswell & 

Clark 2011）」であると位置付けている。本稿のアプローチは質的研究による探索を補助

するための量的研究であり、1）質問紙の項目の妥当性を客観的な指標で評価する、2）因

子分析を用いて質問紙に潜在し、回答に影響を与える可能性のある因子を特定する、とい

う 2点を目的としている。

3.2 調査の実施と研究の対象

　調査は 2017年から 2018年にかけて行われた。2017年の夏に調査対象群の留学前調査

を、2018年の秋に帰国後調査を行い、比較対照群への調査は 2018年の年末に行った。比

較の妥当性として、いずれも大学 1年生を対象としている。調査は授業担当者の許可を得

て授業時間内に行った。調査紙は、近畿大学の担当部署である研究倫理審査委員会の審査

を受けて承認されたものを用い、倫理的な配慮の元に行った。所要時間は説明と回収を入

れて約 20分だった。本稿での調査対象は近畿大学の学部 Aの 1年間の語学留学プログラ

ムから 1年生 19名（全員女性）の協力を受けた。比較対照には、学部 Bの 1年生 155名

（女性 53名、男性 102名）と学部 Cの 1年生 71名（女性 27名、男性 44名）、計 226名

（女性 80名、男性 146名）の協力を受けた（有効回答率 61.7％）。学部 Aの 19名と学部

Bの 155名は 18-20歳が 100％、学部 Cの 71名は 18-20歳が 63％、21-23歳が 29％、24

歳以上が 8％だった。

3.3 調査・研究の方法

3.3.1 リッカート 4 件法

　研究には質問紙調査を用い、回答尺度には「1 ほとんど該当しない、2 あまり該当しな

い、3 やや該当する、4 かなり該当する」のリッカート４件法を用いた。尺度水準の設定

は、古くはピアソン（Pearson 他 1977）の時代から、リッカート尺度が順序尺度である

のか、間隔尺度であるのか、また等間隔性の有無など、妥当性をめぐる議論は絶えない。

　4件法か 5件法かの議論では、4件法は「3」の「どちらでもない」を選択できないため

「4」の肯定的な意見か「2」の否定的な意見に偏りが出ることが問題視され、5件法は「3」

の「どちらでもない」を選択しがちな文化背景がある場合は「3」の尖度が増す、すなわ

ち「反応バイアスによる中間選択（増田・坂上 2014）」が増えるとして問題視される。し
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かし海外の研究においても、中間選択をなくすことは肯定か否定かのどちらかに偏った人

為的な意見を作り出すとする研究結果（De Vaus 2002；Garland 1991）がある一方で、

中間選択の有無が他の回答選択の回答率に差を生じさせるとは言えないとする研究（Guy 

& Norvell 1977；Churchill ＆ Peter 1984）もあり、見解は一致していない。他方、回答

者が中間選択を選ぶときの心理的な背景について言及した興味深い研究もある。石田

（2016）によれば、日本人には文化背景的に自分の肯定的な感情や意見を把握するのが難

しくて中間選択を選ぶ傾向が見られ、中間選択が実は肯定の回答選択の投影を含んでいる

可能性は否めないという。山田（2010）は、中間選択は回答に複雑な思考を要するもので

あれば個々の回答の揺らぎを吸収するため必要であり、反対に、即座に回答を想起できる

ものであれば必要ないと、設問の性質による違いについて言及している。

　本研究ではこれらの見解に沿い、用いる設問は調査時の自分自身の考え方、物事のとら

え方を率直に答えてもらうものであるため中間選択は必要ないと判断し、多くの学生が中

間値の 3を選ぶ傾向を考慮して、リッカート４件法を用いた。

3.3.2 項目の作成

　調査の質問項目は、先行して行った頻出語の抽出を軸とするテキスト分析の結果（高橋

他 2018）に、筆者らが学生の変化において観察したいと考える項目を精選または付加し

て、本研究用に独自に立ち上げたものである。その際、スチューデント EQについては、

各項目の行動心理学的な視点からみた詳細な解説がハンドブックの形にされていることか

ら、本研究の調査項目の表現の内容妥当性を検証するための参考とした。

　項目の体系的な整備は、代表的な EQ（または EI）指標の中からゴールマン（Goleman  

1981）のモデルとカテゴリ分類（自己アウェアネス、自己制御、動機づけ、共感、対人ス

キル）を基本として始めた。しかしパイロットスタディによって、このモデルでは「動機

づけ」の項目で回答に「その人らしさ」を形成する情意的な傾向というよりも短期的に修

得しやすい「学力」の要因に影響を受けていると考えられる回答が観察された。留学にお

ける学力の変化に由来する高揚感や失望感は、本研究で検証したい留学前後での EQの変

化においてはむしろ調整変数（moderate variable）であり、除外すべきと考えた。そこ

で、別の代表的な指標である Bar-On Emotional Quotient Inventory（Bar-On 2006）を検

討した。このモデルでは、カテゴリが個人的 EQ、対人関係 EQ、適応力 EQ、ストレス

管理 EQ、全般的ムード EQと概念の幅が大きいため汎用性が高いと考え、このモデルに

沿って質問項目を整理した。表 1および表２に示すとおり、スチューデント EQのハンド

ブックと Bar-On Emotional Quotient Inventoryを参考にしてカテゴリ分けを行った（武

知 2019）。
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表１　Bar-On EQ Inventory に基づく情緒スキルのカテゴリ分類（武知 2019）

表 2　情意スキルの下位カテゴリと質問項目（武知 2019）

4. 質問項目の妥当性と信頼性の検証

　本研究では、比較対照群のデータが 200を超えて集まったことから、より客観的な指標

を目指し、統計を用い、質問項目の構成概念妥当性の検証を行った。

4.1 比較対照群を用いた検証

4.1.1 集団としての正規性とグループ化による変数の有意差

　ここでの比較対照群とは、調査対象とほぼ同質のサンプルを指す。医療現場でプラセボ

を投薬するときの厳密なコントロール群とは異なり、留学および日常生活という、研究者

が条件をコントロールしにくい状況下での擬似的な比較対照群である。しかし、留学に行
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く者の意識を探るために、まだ留学には行かないが、将来的に行きたいと思っている者の

意識を、同一の集団の中の行きたいとは思わない者の意識と比べることで差別化し、擬似

的な比較対照群として探索的に用いることには妥当な意義があると考える。

　信頼性を確認するためには、次の２つの方法で検定を行う必要がある。1つは、1対１

の異なる集団、「対応のない 2群」の正規性を検証する Shapiro-Wilk検定である。本研究

では、男女差、学部差、留学の希望の有無の、それぞれ２群の変数の正規分布の度合で信

頼性を検証した。その結果、どの集団も正規分布にはなっていなかった（p < 0.05）。

リッカート 4件法で平均値や中央値が 3や 4に偏っていた場合、正規性は出ないことも多

いであろう。その場合は、Mann-Whitneyの U検定を用いる。本研究の場合は、男女差、

学部差、留学希望の有無におけるそれぞれの 2群の変数を、危険率を 5％として比較し

た。その結果、表 3-1～ 3-3のように、各グループ化変数において有意差のある項目が認

められた（p < 0.05）。

表 3-1　男女差をグループ化変数とした検定統計量

表 3-2　学部差をグループ化変数とした検定統計量
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表 3-3　留学の希望の有無をグループ化変数とした検定統計量

4.1.2 男女差、学部差、留学希望の有無

　変数の有意差は、男女差のグループでは 5項目で、学部差のグループでは２項目で、留

学の希望の有無で分けたグループでは 9項目において確認された。本研究の目的に沿って

留学の希望の有無で分けたグループを中心に観察すると、有意差の出た 9項目のうち

「（43）新しいことを始めるよりも、今までと同じことを繰り返す方が気分が楽だ」と

「（61）人が困っていれば声をかけるほうだ」の 2項目で、男女差のグループでも同様に有

意差が認められた。また、「（69）外国語で話しかけられて何を言われたのかわからなけれ

ば、積極的に相手に質問をしてわかろうとする」の項目は、学部差のグループでも有意差

が確認された。すなわち、この 3項目に関しては、留学前後での質問紙調査の回答に有意

な差が見られた場合、留学プログラムに由来する変化だけではなく、留学をしたいと考え

ている人たちに広く内在する傾向に由来する変化である可能性と、その学部に進学をした

学生が発現しやすい傾向のひとつである可能性、加えて、男女の違いによって生じやすい

傾向である可能性、この 3つの可能性が加わるということを示唆するものである。

4.2 調査対象群の変数の検証

　実際に留学プログラムを終了した学生は、これらの項目に、どのように回答しているの

であろうか。留学に参加した 19名の学生の回答は、同一集団の一定期間の前後の調査で

あるため、本研究が調査対象とする 30項目について、対応のあるサンプルの t検定に

よって変数を検定した。その結果、表 4の 10項目で有意差が確認された（p < 0.05）。
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表 4　留学前後の比較　対応サンプルの検定

　この結果を、比較対照群に行った男女差、学部差、留学の希望の有無で分かれたグルー

プのMann-Whitneyの U検定結果と比較してみると、有意判定が出た項目が重なるもの

と、重ならないものが確認された（表 5）。学部差によるグループ化の U検定による有意

項目のみ、調査対象群の有意項目との重なりは見られなかった。

表 5　比較対照群、調査対象群、それぞれの検定で有意差判定が出た項目の重なりAと、
重ならない項目B

　すなわち表 5の Bの 5項目で留学後に変数の変化が認められた場合は、留学体験そのも

のの影響が強く出ているということが予想され、留学中に起きた変化を質的な調査で具体

的に補足することが期待できる。反対に、Aの 5項目で変化が生じている場合は、性別に

由来する特徴、あるいは留学を希望する人に発現しやすい変化の可能性も考慮しなければ
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ならず、必ずしも留学中の出来事やアンケート調査でその変化の背景を説明できるとは限

らない。例えば、外国人支援活動にかかわった学生は「海外の人でもわかる日本語をしゃ

べられるようになった」「本当の意味でのやさしい日本語を学ぶことができたのが一番大

きかった」「日本語の難しさを初めて知った」などの気づきや学びを述べている（服部

2019）。この相手の視点に立ち、自身を客観視することに対する気づきや学びと共通する

ところもみられる。特に、項目（61）の「人が困っていれば声をかける」に至っては、留

学に赴かない人たちの留学に関する意識の在り方と、男女差のそれぞれ別のグループ化検

定でも有意差が確認されているため、この項目での留学後に観測される変化は、留学経験

固有のものではなく、生活一般や、個人的な理由に由来する可能性を考慮し分析すること

がよいと思われる。このように、比較対照群を用いて同じ項目の変数を観察することで、

本来の観察対象と変数だけでは得られにくい視点が加わり、質的な研究において具体的な

調査を行う際に、より一層本質に近づく分析を行うことができるのではないかと考える。

4.3 因子分析

4.3.1 妥当性と信頼性の検証

　上記（4.2）では、ある程度は同質に近いと想定される比較対照群に調査対象群と同一の質

問項目を提示し、変数（回答）を比較検証することで、質問項目への回答を異なる視野で分析

する方法を提案した。次に、さらに探索的因子分析を用い、潜在的な変数の関係性を探った。

　先の比較対照群における検定で男女差による変数の差が見られたため、留学した学生と

同じ女性の群に限定して構造的な分析を行った。因子分析では、平井（2012）によればサ

ンプルサイズに絶対的な基準はないが、信頼できる相関係数を算出するために一般的に変

数１つあたり 10から 15、全体で 300ほどのサンプルが妥当とされる。研究の性質から多

数のサンプルを用意できない場合は、因子分析にかける観測変数の数を絞りこむことで対

応できるとされる。標本妥当性は KMO（Kaiser-Meyer-Olkin measure of sampling 

adequacy）で検証可能である。

　KMOのサンプリング適切性基準は 0.70であり、妥当性が確認された。Bartlettの球面

性検定においても同じであった（0.00 < p < 0.05）。サンプルサイズには問題がないが、

30項目の変数における「共通性」を見ると半数以上の 17項目で 0.50を下回った。スク

リープロットも第一因子に大きく偏りを見せた（図 1）。

　質問項目に検討の余地が示唆されたので、次に、各項目の有意差を見るため行った対応

のあるサンプルの t検定で有意だった 13項目以外を削除し、比較対照群に対して 2回目

の因子分析を行った。1回目の因子分析と同様に、2回目においても KMOのサンプリン

グ適切性基準は 0.65と、妥当性が確認された。Bartlettの球面性検定においても同様に妥
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当だった（0.00 < p < 0.05）。13項目の変数における共通性を見ると、0.50を上回るもの

は６項目にとどまったものの、カイ二乗検定では有意差が確認された（x2 = 404.00, df = 

78, p < 0.00）。スクリープロットも理想的ではないが因子の分散が許容範囲であり、妥当

だと判断した（図 2）。

図 1 棄却したスクリープロット

図 2 採択したスクリープロット

表 6　項目の記述統計 n=112

　尺度の信頼性の検証のために、各因子に含まれる項目間の相関の信頼性を、Cronbach

のα係数で確認した。第 1因子が 0.665、第 2因子が 0.659、第 3因子が 0.506、第 4因子

が 0.436であった。第 1と第 2因子は 0.60以上の信頼性を示している。構成する項目の相

関係数も特に特定の項目で低くなっていることもないので、現時点では修正の必要はない

ように見える。第 3、第 4因子に至っては、若干、信頼性が低くなっているが、項目数が

少ないとα係数は低く出る傾向があるので、項目の精査に加えて信頼性の向上は今後の課

題とし、現時点の項目で論を進めることとする。なお第 4因子の最後の項目（46）は負の

関係性が表示された反転項目であるので、反転処理を済ませて算出に用いた。

　表 6はスクリープロットでも採択された 13項目の記述統計である。項目（41）に若干、天
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井効果が見られるが、因子としての構造は比較的安定しており、スクリープロットでも分散を

確認したところ目立った偏りはなく、標準偏差も 1に近いので、そのまま採用することにした。

4.3.2 因子分析結果

　因子分析結果については、表 7および表 8に記す。表 7の弁別力検定に沿って、因子負

荷量の推移から上位４項目を第 1因子、次の 4項目を第 2因子、次の 2項目を第 3因子、

最後の 3項目を第４因子とした。因子に関係する各質問項目の内容に基づいて、第 1因子

から順に「他者との共生への努力」「社会への積極的な対応」「他者への共感」「失敗への

不安」と名付けた。

表 7　因子分析結果 n=112
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表 8　説明された分散の合計

5. 考察および本研究の意義

　図 3では、因子分析の項目で、比較対照 2群と調査対象 2群の各項目の平均をレーダー

チャートで図解した。比較対照群の留学希望者と調査対照群の留学前の標本は、違う集団

でありながら、項目（55）と（49）を除いて類似性が観察される。

図 3 各群の項目平均値、因子毎の比較

　詳細を考察するにあたり、因子分析により抽出された 13個の項目のうち、先に表 5に
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表した「留学以前に留学を希望するか否かの意識の在り方に影響を受けている可能性が否

定できない項目」にあった（47）（61）（76）と「留学プログラムへの参加ゆえに生じた変

化であることを否定できない項目」にあった（41）（49）（56）（86）の変化に注目した。

　まず、（49）「毎日が楽しい」の項目では留学経験に由来する肯定的な変化が、（56）「仲

間の輪を取り持とう」では留学経験に由来する否定的な変化が観察された。（56）と同じ

第 1因子で留学後に減少を見せている項目に（61）「困っている人に声をかける」がある。

（61）は留学に対する意識の在り方に影響を受ける可能性が否定できない項目であり、し

かも男女差の影響も受けやすい項目でもある。すなわち「他者との共生の努力」という因

子においては、（69）「外国語で意思の疎通をはかろうとする」といった情緒的側面とは別

の語学留学ならではの効果が見えるのである。その反面、（56）からは語学学校の狭い人

間関係に疲弊した状態、（61）からは留学・学校以外の要因（例えば困っている人に会わ

なかったなど）が考えられる。統計で可能性の強さを検定する一方で、実際どうであった

のかという真実については、質的な研究で調査観察を行う必要がある。過去のインタ

ビューでも学校の人間関係への疲弊は見えてはいたが（酒勾 2019）、質的な調査からはそ

の「重み」は把握できていない。因子分析を用いたことにより、この項目が第１因子で最

も因子負荷量が高い項目になっていることから、留学先での人間関係の広がりを促進する

ことができる補助的なプログラムの必要性も、今後の研究の視野に入れるべきだと考える

ことができる。

　項目（61）「人が困っていれば声をかける」の数値が留学を経て減少しているが、比較

対照群を用いた比較分析の結果に基づくと、この項目が複数のカテゴリにおいて有意差が

あったことから、項目からは見えない、因子分析からも見えない、別の背景の存在を予想

することができる。たとえば、大学生活や自分自身の内面といった項目や因子に見えてい

る要素ではなく、「困った人に会わなかった」などのまったく別の理由が示唆される。ま

た、高橋他（2018）と酒勾（2019）の質的な研究で論じられた学生の「不安」について

も、潜在的な第 4因子として確認することができる。「不安」が第 2や第 3ではなく第 4

の因子として抽出された意味も、続く質的研究で掘り下げる意義が大きい。質的研究では

現象の存在が確認できる一方で、観察された現象の中での位置づけ、重みは測りがたいも

のがある。質的研究に量的研究を組み合わせる意義は、この構造的な立体視にあるのでは

ないかと著者らは考える。

　項目（55）と（47）に至っては、それぞれ自己主張と自立した行動（武知 2019）のカ

テゴリの設問として調査されたものだが、どの群の平均も重なりがなく、留学を希望しな

い、希望する、の順で数値は肯定的に変化するが、留学前よりも留学後で数値は減少して

いる。これらは問題解決能力に繋がる要因であるので、今後の質的研究において詳しく調
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査する必要がある。

6. おわりに

　本稿では、1年間の海外研修参加者を対象とした、EQを用いた留学前後の学びの検証

に対し、mixed methodの手法を提案した。Mixed methodにおいて統計手法を用いる際、

信頼性の向上のためにも調査対象のサンプルサイズの小ささの課題は克服されなければな

らない。本研究の共同研究者間でも質的研究技法がM-GTA、PAC分析、談話分析など

多岐に亘るのだが、それと同様、量的研究における統計技法も奥が深い。本研究では基本

的な統計検定を用いたが、サンプルサイズが小さい標本に対して多重比較検定などを行う

ことにより、異なる結果が得られた可能性もある。今後も継続して同じ留学プログラムを

観察するほか、統計の検定手法についてもさらに精査することが求められる。リッカート

4件法の是非についても、尺度水準を 6件法以上に増やすことにより正規分布になってい

た可能性がある（井上他 2013）。設問に対する解釈の個人差などから、ケースバイケース

の回答があるという回答者の表明としての中間選択を用意する意義が消えるわけではな

く、妥当性の検定においても、より緻密な結果が出ていたかもしれない。引き続き検討を

要する。

謝辞　校正を支援していただいた近畿大学医学部特任教授、後藤敏一先生に感謝する。本

研究は科学研究費による研究（基盤（C）18K00896、研究代表者 服部圭子）の成果の一

部であり、近畿大学クラスター・コア研究（知の創造 ⑤ -06）の一環である。

注

1 http://seq.univcoop.or.jp/

2 樋口（2011）はmixed method research, combined method research, multi method 

researchと呼ばれる研究方法には「混合研究法」「混合型の研究手法」「ミックス法」

「ミックスメソッド」などさまざまな日本語訳があることに言及した上で「混合研究

法」を採用している。本稿もそれに倣うことにする。
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